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１．第２次計画策定の趣旨１．第２次計画策定の趣旨１．第２次計画策定の趣旨１．第２次計画策定の趣旨    

    

横手市定員適正化計画は、８市町村合併により過多となった職員数の削減と事務事業に応じ

た適正な職員数による効率的な行政運営を進めるため、横手市行政改革大綱の推進方針を踏ま

え、平成１９年３月に策定したものである。 

  計画期間は平成２７年度までの１０年間であるが、今般、人口が１０万人を切り、市民ニー

ズが更に高まり、多様化していること、また合併時の分庁方式から本庁集約方式へ移行したこ

となど、横手市を取り巻く状況が大きく変化しており、他方では財政状況が厳しさを増し、特

に平成２７年度の合併算定特例期間終了に伴う普通交付税の大幅な減額が見込まれることなど

から、市民サービスへの影響が懸念される。 

このようなことから、これまで以上に予算の縮減、一層の業務の効率化と適正な人事配置が

求められるため、本計画の最終年度を待たずに計画を見直し、１年前倒しして第２次計画を策

定し、更なる職員数の適正化を図ろうとするものである。 

 

２．これまでの定員適正化の取組状況２．これまでの定員適正化の取組状況２．これまでの定員適正化の取組状況２．これまでの定員適正化の取組状況    

（１）職員数の状況 

計画では、平成１８年４月１日時点の職員数１，８５９人を１０年間で３４２人削減し、平

成２７年４月１日には１，５１７人とすることとしており、平成２６年４月１日現在で比較し

てみると、計画値の１，５７３人に対し、実人数が１，６５３人となっている。（表１）退職者

の多少に拘わらず、毎年概ね 7人の職員採用を目標としてきたが、技能労務職の退職不補充に

よる７６人の削減を含め、９年間で２０６人削減したものの、目標値を８０人超過しており、

計画目標未達成となっている。 

  内訳でみると、公営企業会計部門は計画目標をクリアしているものの、一般行政部門が大幅

に超過していることが大きな要因となっている。 

 

＜＜＜＜第第第第 1111 次計画における職員数の推移次計画における職員数の推移次計画における職員数の推移次計画における職員数の推移＞＞＞＞    

【部門別の状況】 

①一般行政部門：平成２０年４月１日までは順調に推移し、計画値８４３人に対し実人数８

１８人となっており、目標値に対し２５人上回る削減数であったが、同年７月の特養施設

への指定管理者制度導入に伴う、職員の在職派遣により、公営企業等部門から一般行政部

門へ区分変更による増となり、翌々年の平成２２年４月１日には計画値を超過し、以降、

削減数計画目標未達成となっている。 

 

②特別行政部門：教育部門における小・中学校の統廃合に伴う職員の配置減やその他教育   

関係施設職員の配置見直しにより削減を図ってきたが、学校統合担当職員の配置増や、   

学校教育の充実を図るため指導職員の配置増等により計画目標未達成となっている。 

  （Ｈ２６．４．１における計画比超過数１６人、うち消防部門以外の超過数７人）  

※消防部門については、市民生活の安全安心に関わることから職員削減の対象外 
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③公営企業等部門：特養施設への指定管理者制度導入により、在職派遣職員の区分を一般行

政部門に変更したこと等により大幅減となり、計画目標を達成値している。 

  （Ｈ２６．４．１における計画比９人減、うち病院部門以外９２人減） 

※病院部門については、市民生活の安全安心に関わることから職員削減の対象外 

 

（参考）消防、病院部門を除いた職員数に着目してみると、平成２６年４月１日時点で、計画

値の１，０９５人に対し、実人数が１，０８３人となっており、目標値を１２人上回る削減数

となっている。 

 

 

表１表１表１表１    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）平成 20年度から平成 21年度にかけて一般行政部門が増加し公営企業等会計部門が減少し

ている主な要因は、特別養護老人ホーム 4施設に指定管理者制度を導入し、市職員の在職派遣

に伴い会計区分が変更となったことによる。 

 

※特別行政部門：教育、消防に係る事業 

※公営企業等会計部門：病院、上下水道、国保、介護保険（介護サービス事業を含む）、 

温泉（特別会計に関するものに限る）に係る事業 

※一般行政部門：上記以外の事業 

 

       部門別職員数の推移と定員適正化計画との比較 （各年４月１日現在）

計画比
（超過数）

実人数 計画
計画比

（超過数）
実人数 計画

計画比
（超過数）

実人数 計画
計画比

（超過数）
実人数 計画

計画比
（超過数）

実人数 計画

一般行政部門 0 904 904 ▲ 10 866 876 ▲ 25 818 843 ▲ 5 824 829 57575757 851 794

特別行政部門 0 340 340 1111 331 330 2222 327 325 6666 326 320 9999 323 314

小計 0 1,244 1,244 ▲ 9 1,197 1,206 ▲ 23 1,145 1,168 1111 1,150 1,149 66666666 1,174 1,108

0 615 615 32 645 613 18 627 609 ▲ 8 594 602 ▲ 62 535 597

0 1,859 1,859 23 1,842 1,819 ▲ 5 1,772 1,777 ▲ 7 1,744 1,751 4 1,709 1,705

参考 消防・病院以外 0 1,381 1,381 7 1,348 1,341 ▲ 27 1,272 1,299 ▲ 36 1,237 1,273 ▲ 45 1,182 1,227

計画比
（超過数）

実人数 計画
計画比

（超過数）
実人数 計画

計画比
（超過数）

実人数 計画
計画比

（超過数）
実人数 計画

一般行政部門 54545454 820 766 52525252 800 748 57575757 783 726 73737373 778 705

特別行政部門 16161616 325 309 21212121 327 306 27272727 328 301 16161616 314 298

小計 70707070 1,145 1,075 73737373 1,127 1,054 84848484 1,111 1,027 89898989 1,092 1,003

▲ 39 554 593 ▲ 28 559 587 ▲ 21 558 579 ▲ 9 561 570

31 1,699 1,668 45 1,686 1,641 63 1,669 1,606 80 1,653 1,573

参考 消防・病院以外 ▲ 35 1,155 1,190 ▲ 28 1,135 1,163 ▲ 24 1,104 1,128 ▲ 12 1,083 1,095

普通会計
部門

公営企業等会計部門

合計

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

部門

部門

普通会計
部門

公営企業等会計部門

合計

区分

区分 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22
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 表２表２表２表２   年齢層別職員数の比較 （平成１８年度⇒２６年度）  ※消防・病院以外 

 

 

表表表表３３３３                              ※消防・病院以外 

 

20未満 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59

H180401 1 40 130 216 172 172 196 233 220

H260401 2 24 44 86 174 200 160 166 226
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H180401 930 32 12 3 1 19 16 82 105 0 180

H260401 767 34 11 3 1 15 10 52 63 16 110

職種別職員数比較職種別職員数比較職種別職員数比較職種別職員数比較職種職種職種職種
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（２）主な外部委託の状況 

・市が運営する特別養護老人ホーム５施設のうち４施設について、平成２０年度途中から指定

管理者制度を活用し、管理運営を社会福祉法人に委任している。 

  （当該４施設については、平成２６年４月１日に法人へ譲渡） 

・上下水道事業のうち、平成２３年４月１日より使用料徴収事務を民間へ委託している。 

 

（３）公務遂行能力向上の取組状況 

・職員数が減少する中、職員一人ひとりの公務能力や資質等の向上を図るため、平成１９年度

より職員研修計画を策定し、能力開発研修への派遣増や行政経営品質向上研修の対象階層の

拡充等、毎年、内容の見直しを行いながら職員研修に取り組んでいる。 

【参考】人事課所管研修の受講者数  ※延べ数 

       Ｈ19年度： 553人 （内部研修 386人、外部研修 167人） 

       Ｈ25年度：1,491人 （内部研修 1,226人、外部研修 265人） 

 

（４）これまでの取り組みの課題・問題等 

・消防、病院部門を除き、退職者の多少に拘わらず、計画的に毎年概ね７人の職員採用を行っ 

てきたが、行政職偏重の採用で推移してきており、また、大学、短大、高校等各種学校の新 

卒者を中心に採用を進めてきたことから、職員年齢構成のアンバランスや資格や専門性が求 

められる職種の補充が十分でない等の弊害が生じた。そのため計画中期から一定数以上の職 

員採用を行っているが、解消しきれていない現状にある。（表２及び表３） 

・計画的に職員数削減を進めてきた中で、国・県からの事務移譲等により業務量が年々増 

 加傾向にある。 

 

３．定員適正化目３．定員適正化目３．定員適正化目３．定員適正化目標標標標    

（１）基本的事項 

  横手市の類似団体の区分は、住民基本台帳人口が１０万人を割り込んだことから、第１次定

員適正化計画策定時点のⅢ－０から、平成２４年４月１日以降はⅡ－１に変更となっている。

他の類似団体と比較してみると、平成２５年４月１日現在の類似団体の人口１万人当たりの職

員数の平均が普通会計で７２．６２人、一般行政で５３．８２人であるのに対し、横手市は普

通会計で１１３．３７人、一般行政で７９．９０人となっており、それぞれ４０．７５人、 

２６．０８人超過している状況にある。（表４） 

  類似団体にはそれぞれ特色があり、事業内容や行政面積、気象条件、地理的条件等が異なる

ため、一律の比較はできないが、類似の事業（保育所事業等）を実施している団体を参考に、

横手市の現状と今後あるべき事務事業の方向性を踏まえ、職員数の適正化と効率的かつ効果的

な人員配置を進めていく必要がある。 

 

【参考】 

・Ｈ18年度…Ⅲ-0：人口 10万人以上 15万人未満、2次産業 95％未満かつ 3次産業 55％未満 

・Ｈ26年度…Ⅱ-1：人口 5万人以上 10万人未満、2次産業 95％未満かつ 3次産業 55％以上 
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※上表の太枠内の数値は、「類似団体別職員数の状況（Ｈ25年 4月 1日現在）」 

（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室）より抜粋したもの    

  

 横手市の適正な職員数を類推するにあたり、参考となるのが総務省が公表している「類似団

体別職員数の状況（Ｈ25年 4月 1日現在）」の定員管理診断表の修正値であるが、最新のデー

タの平成２５年４月１日現在の数値で比較してみると、横手市の超過数は、一般行政で２０５

人（超過率２６．２％）、普通会計で２７７人（２４．９％）であり 、大部門でみると総務、

衛生、農林水産、商工、土木部門の超過率が２５％を超えている状況となっている。（表５） 

  これら大部門について超過数の大きい小部門に着目してみると、総務部門の総務一般の４８

人、農林水産部門の農業一般２７人、土木部門の土木一般３０人の超過数については、地域局

配置職員数とも大きく関連しており、今後、本庁と地域局業務の一層の役割分担の明確化が必

要とされる。（表６） 

  その他、超過数が大きいのは、民生部門のその他社会福祉施設２２人、教育部門の社会教育

一般２３人であるが、その他社会福祉施設２２人には地域局の子育て支援センター業務に係る

ものも含まれ、本庁業務との整理統合等も含めて検討する必要がある。社会教育一般２３人の

多くは生涯学習センターが占め、今後の組織機構の見直しによる地域づくり業務との連携、統

合等を踏まえ、職員配置数の見直しを検討していく必要がある。 

【参考】部門別本庁と地域局の職員構成（H25.4.1現在） 

・総務一般（113人＝本庁 64人、地域局 49人） 

・農業一般（55人＝本庁 33人、地域局 22人） 

・土木一般（60人＝本庁 18人、地域局 42人） 

【参考】類似団体の状況【参考】類似団体の状況【参考】類似団体の状況【参考】類似団体の状況

一般市：Ⅱ-1 ※類似団体数は全国で196自治体 単位：人

都道府県名 都市名
住基人口

（Ｈ25.3.31）

普通会計
職員数

（Ｈ25.4.1）

人口1万人当
たり職員数
（普通会計）

一般行政
職員数

（Ｈ25.4.1）

人口1万人当
たり職員数
（一般行政）

（参考）
行政区域面積
（㎢）

備考
（消防、公設施設等）

青森県 むつ市 62,652 478 76.29 411 65.60 863.79 保育所

岩手県 北上市 93,910 578 61.55 446 47.49 437.55 保育所、児童支援施設

秋田県 能代市 58,527 408 69.71 344 58.78 426.74

大館市 78,191 667 85.30 456 58.32 913.70

由利本荘市 83,771 937 111.85 611 72.94 1,209.08 消防、保育所、特養施設

大仙市　＊ 88,219 940 106.55 787 89.21 866.67 特養施設

横手市　＊ 97,994 1,111 113.37113.37113.37113.37 783 79.9079.9079.9079.90 693.04 保育所、特養施設、障害者支援施設

山形県 米沢市 85,997 503 58.49 383 44.54 548.74

宮城県 栗原市　＊ 74,467 983 132.00 641 86.08 804.93 消防、保育所　　※病院

509.70 72.6272.6272.6272.62 377.77 53.8253.8253.8253.82 　　＊印は公立病院あり全国類似団体平均職員数

表４表４表４表４    
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　　　　　大部門以上定員管理診断表 （「平成２６年度　地方公共団体定員管理調査」より抜粋）

平成25年3月末現在 類 型 団 体 コ ー ド 都 道 府 県 名 市 区 町 村 名

住民基本台帳人口

97,994 人

H ２５．４ ．１

大 部 門 現 在 　単純値 　修正値

住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率

職 員 数 10,000 10,000

A C D（A-C） D/A×100 E F（A-E） F/A×100

人 人 人 ％ 人 人 ％

議 会 7 8 ▲ 1 ▲ 14.3 8 ▲ 1 ▲ 14.3

総 務 223 150 73 32.7 158 65 29.1

税 務 47 44 3 6.4 44 3 6.4

民 生 195 149 46 23.6 169 26 13.3

衛 生 101 60 41 40.6 71 30 29.7

労 働 1 1 0.0 2 ▲ 1 ▲ 100.0

農 林 水 産 70 33 37 52.9 40 30 42.9

商 工 47 16 31 66.0 18 29 61.7

土 木 92 65 27 29.3 68 24 26.1

一 般 行 政 計 783 527 256 32.7 578 205 26.2

教 育 153 117 36 23.5 118 35 22.9

消 防 175 67 108 61.7 138 37 21.1

普 通 会 計 計 1,111 712 399 35.9 834 277 24.9

病 院 390

水 道 26

下 水 道 19

交 通

そ の 他 123

公営企業等会計 558

合 計 1,669

単純値及び修正値により算出した職員数との比較 （H２５．４．１）

単純値 による比較 修正値 による比較

市 Ⅱ－１ 052035 秋田県 横手市

× ×× ×

中・小部門定員管理診断表 （「平成２６年度　地方公共団体定員管理調査」より抜粋） ※H２５．４．１職員数の比較

H25．4．1 修正値 × H２５．４．１ 修正値 ×

現　 在 住基人口 超 過 数 現　 在 住基人口 超 過 数

職員数 10,000 職員数 10,000

A C A-C A C A-C

議会 議会 7 8 ▲ 1 労働 労働 労働一般 1 2 ▲ 1

総務一般 113 65 48 農業一般 55 28 27

会計出納 8 8 試験研究養成機関 6 6

管財 32 8 24 林業 林業一般 9 6 3

行政委員会 8 7 1 商工 商工一般 28 9 19

企画開発 10 14 ▲ 4 観光 19 9 10

住民関連一般 15 13 2 土木一般 60 30 30

防災 13 7 6 用地買収 2 5 ▲ 3

広報広聴 4 5 ▲ 1 建築 16 13 3

戸籍等窓口 18 22 ▲ 4 都市計画一般 11 15 ▲ 4

県（市）民センター等施設 2 9 ▲ 7 都市公園 3 5 ▲ 2

税務 税務 47 44 3 教育一般 教育一般　 32 28 4

民生一般 26 20 6 社会教育一般 35 12 23

福祉事務所 50 47 3 文化財保護 6 6

保育所 58 77 ▲ 19 公民館 10 10

老人福祉施設 15 9 6 その他の社会教育施設 8 13 ▲ 5

その他の社会福祉施設 33 11 22 保健体育一般 9 8 1

各種年金保険関係 13 5 8 給食センター 20 14 6

衛生一般 37 16 21 保健体育施設 4 5 ▲ 1

市町村保健センター等施設 21 23 ▲ 2 小学校 17 15 2

火葬場墓地 1 2 ▲ 1 中学校 12 7 5

清掃一般　　　　 8 9 ▲ 1 消防 消防 175 138 37

ごみ処理 21 10 11

し尿処理 9 5 4

環境保全 4 6 ▲ 2

教育

社会教育

保健体育

義務教育

衛生

清掃

民生 民生

衛生

小　部　門

大
部
門

中
部
門

小　部　門

総務

総務一般

住民関連

大
部
門

中
部
門

農林
水産

農業

商工

土木

土木

都市計画

（単純値）
　・職員が配置されていない部門を考慮することなく集計して、平均値を算出
　・単純値は、普通会計、一般行政部門、総務、衛生といった大部門以上の定員管理の大まか
   な状況を把握する場合に適する。
（修正値）
　・団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務組合等の所管と
   している場合など、職員が配置されていない場合があるため、各部門に実際に職員を配置
   している団体のみを対象にして平均値を算出
　・修正値は、大部門よりも細かい中部門や小部門の職員数を比較する場合に適する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表５表５表５表５    

表表表表６６６６    
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（２）計画期間 

本計画期間は、平成２７年度から平成３２年度までの６年間とする。 

 

（３）定員適正化推進の手法 

1）各種事務事業の見直し 

・定員適正化の取組を進めるにあたり、これまで行ってきた事務事業の振り返りや検証等を行 

い、今後、市が実施する事業の精査や見直し、統廃合を進め、事務事業の一層のスリム化、 

効率化を図る。 

 

2）組織機構の見直し 

・第１次計画においてスリム化した職員数をもとに、多様化する市民ニーズへの対応、効率的 

な行政サービスの維持向上を図るため、組織機構の柔軟な見直しを行いながら、更なる適正 

な人員配置に努める。 

 

3）民間活力の活用 

・これまで、特養施設の指定管理や上下水道使用料徴収事務の外部委託を行ってきたが、本計 

画期間においては、廃棄物処理業務の委託や公立保育所の民営化計画も視野に入れ、費用対 

効果と市民サービスの維持向上に配慮しながら、民営化や民間委託、指定管理等、アウト 

ソーシングを進めることにより、引き続き積極的に民間活力の活用を図る。 

 

4）人材育成の継続・強化 

・市民ニーズが多様化する中、更なる職員数のスリム化を図るにあたり、職員一人ひとりの職 

務遂行能力や資質のより一層の向上が求められることから、意識改革も含め、職員研修によ 

る人材育成の継続、強化に努める。 

 

 

5）職員採用 

・職員採用に際しては、市民サービスの維持改善のため、専門知識や資格を必要とする職種の 

採用や職員の年齢構成不均衡の軽減を勘案しながら、計画的な採用を進める。 

・人口減少の推計を勘案しながら、平成２８年度から平成３２年度までの間、普通会計部門 

（消防を除く）の退職者補充を５割以下（概ね１５人）とし、職員数の抑制を図る。 

 

6）再任用職員の活用 

・職員数のスリム化を進めていく中で、市民サービス低下を招かないよう、再任用制度を活用 

  し、定年を迎える職員の知識、能力、経験等の活用を図る。 
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（４）定員適正化計画 

・第２次定員適正化の目標設定を考える上で、一つの指標となるのが総務省が公表している類

似団体別職員数（修正値）（以下「修正値」という。）であるが、将来あるべき職員数を類推

するにあたり、本庁と地域局の担う役割等をさらに明確化し、事務事業の精査、組織機構の

見直しを進めていく必要がある。当該修正値との差を勘案しながら、長期的な視野に立ち、

横手市のあるべき職員数を類推し、普通会計職員を概ね９００人、消防・病院部門を除く職

員全体では概ね８７０人を長期的な目標に設定し、取り組んでいくものとする。 

・本計画期間においては、中期的視野に立ち、平成２７年４月１日現在の職員数１，０４２人 

  （消防、病院を除く）を基準に、平成３２年４月１日の目標職員数を９３６人に設定し、 

計画期間中、１０６人を削減し、定員適正化の取り組みを進めていく。 

※消防部門及び病院部門については、市民生活の安全安心に関わる部門であることから、原則

として職員削減の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７ 
【各年度の定員目標】【各年度の定員目標】【各年度の定員目標】【各年度の定員目標】 ※各年度4月1日現在 （単位：人）

部　　門 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32
Ｈ28以降
増減累計

1,092 1,043 1,029 1,017 999 976 963 △ 80

△ 74 △ 34 △ 30 △ 36 △ 43 △ 26 △ 169

25 20 18 18 20 13 89

561 563 556 554 550 547 544 △ 19

△ 27 △ 10 △ 4 △ 8 △ 9 △ 5 △ 36

29 3 2 4 6 2 17

1,653 1,606 1,585 1,571 1,549 1,523 1,507 △ 99

△ 101 △ 44 △ 34 △ 44 △ 52 △ 31 △ 205

54 23 20 22 26 15 106

1,083 1,042 1,018 1,000 978 952 936 △ 106

△ 64 △ 43 △ 34 △ 42 △ 50 △ 29 △ 198

24 19 16 20 24 13 92

△ 1 0

※「普通会計」…一般行政（教育長含む）及び特別行政に係る事業

※「消防・病院以外」の「部門間異動」欄の△1は、消防の事務部局への異動

※各部門の「退職者数」は、平成26年地方公共団体定員管理調査での区分を基準に推計したもの。

区分

普通会計

職員数

前年度退職者数

当年度採用者数

部門間異動

前年度退職者数

当年度採用者数

職員数

前年度退職者数

当年度採用者数

公営企業等

※「公営企業等」 … 病院、上下水道、国保、介護保険（介護サービス事業を含む）、温泉（特別会計に関する
   ものに限る）に係る事業

合計

職員数

前年度退職者数

当年度採用者数

消防・病院
以外

職員数


